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本条のポイント

▲

本条は、事業者による産業廃棄物の処理に関する条文

▲

事業者は自ら産業廃棄物を処理する場合、産業廃棄物処理基準に従って処理し

なければならない

▲

産業廃棄物が運搬されるまでの間、産業廃棄物保管基準に従って保管しなけれ

ばならない

▲

産業廃棄物の処理を委託する場合は、許可をもつ産業廃棄物処理業者等に委託

するとともに、委託基準に従って委託しなければならない

▲

事業者が産業廃棄物処理施設を設置している場合は、事業場ごとに産業廃棄物

処理責任者を置くとともに、帳簿の記載と保存をしなければならない

▲
多量の産業廃棄物を生ずる多量排出事業者は、産業廃棄物の減量等の処理計画

の提出等を行わなければならない
▲

本条３項の規定に違反して、産業廃棄物の処理を無許可業者等に委託した場

罰則などがある

条 文

（事業者の処理）

ら第５項までを除き、以下この条において同じ。）の運搬又は処分を行う場合に

は、政令で定める産業廃棄物の収集、運搬及び処分に関する基準（当該基準に

おいて海洋を投入処分の場所とすることができる産業廃棄物を定めた場合にお

ける当該産業廃棄物にあつては、その投入の場所及び方法が海洋汚染等及び海

上災害の防止に関する法律に基づき定められた場合におけるその投入の場所及

び方法に関する基準を除く。以下「産業廃棄物処理基準」という。）に従わなけ

ればならない。
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形及び損壊のおそれがないものであることが必要であるとしたこと。なお、本基準の施行

後現に変形又は損壊が見られるものについては、本基準に適合していないと判断して差し

支えないこと。

（３）掲示板の設置

則８条１号ロにおいては、みやすい箇所に所定の掲示板を設けることを求めていま

す。掲示板の例を示すと、次の図のとおりです。

図：掲示板の例

60㎝以上

50㎝
以上

1.8ｍ最　大　保　管　高　さ

金属くず、廃プラスチック類産業廃棄物の種類
産業廃棄物保管施設

○○区△△町1―2―3
株式会社　○×工業
□□課　東京　一郎
Tel　03―(1234)―××××

管 理 者 氏 名
連　　 絡　　 先

出典：東京都資料

このように、掲示板は寸法が定められているとともに、表示事項に廃棄物の種類、

保管の場所の管理者の氏名又は名称及び連絡先、積み上げることができる高さが定め

られています。

この掲示板について前述の通知では次のとおり示しています。

関係通知

第７ 廃棄物の保管基準に関する事項

２ 保管の場所の掲示板の設置

⑴ 掲示板は、保管の場所に通常出入りする箇所に外部から見やすいように設置するこ

と。

⑵ 掲示板への表示は、白地に黒色の文字で行う等見やすいものとするとともに、雨水等

によって汚損したり、消えたりしないものとすること。

⑶ 「廃棄物の種類」とは、一般廃棄物の場合は不燃ごみ、粗大ごみ、し尿等の区分、産業
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表：静岡県の実地確認チェックシート例

（共通チェック項目と中間処理施設のチェック項目を抜粋）

実地確認の実施年月日

実地確認先 事業者名

事業場名（施設名）及び
住所

対応者（役職及び氏名）

実地確認を行った者

実地確認の結果の評価
（委託契約の適否等）

Ａ 共通項目

１ 処理業者の許可状況 評価

⑴委託する処理（運搬又は中間処理若しくは最終処分）の許可を得て
いるか。

□はい □いいえ

⑵処理を委託する産業廃棄物が許可品目に含まれているか。 □はい □いいえ

⑶処理を委託する期間が許可期限内か。 □はい □いいえ

２ 書面の保存状況（委託契約後の実地確認の場合）

⑴帳簿※について
①整備されているか。
②委託した処理は適切に記載されているか。
※ 廃棄物処理法により、産業廃棄物処理業者が、その産業廃棄物
の処理について記載し、保存するように義務付けられていま

の記載事項が規定されています。

□はい □いいえ
□はい □いいえ

⑵マニフェストは適切に記載され、保管されているか（実地確認した
事業場に保管されていなければ、保管されている場所はどこか）。

□はい □いいえ
（ ）

⑶委託契約書は適切に保管されているか（実地確認した事業場に保管
されていなければ、保管されている場所はどこか）。

□はい □いいえ
（ ）
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前年度 ｔ以上となる事業場

を設置している事業者に対して、産業廃棄物処理計画を作成し、都道府県知事に提出

することを義務付けています。その後は、毎年６月 日までに実施状況を報告しなけ

ればなりません。提出する計画の記載事項等は次のとおりです。

施行規則

（多量排出事業者の産業廃棄物処理計画）

一 当該事業場において現に行つている事業の概要を記載すること。

二 次に掲げる事項を定めること。

イ 計画期間

ロ 産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

ハ 産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

ニ 産業廃棄物の分別に関する事項

ホ 産業廃棄物の再生利用に関する事項

ヘ 産業廃棄物の処理に関する事項

三 様式第２号の２による書面を添付すること。

四 当該年度の６ 日までに提出すること。

（実施の状況の報告）

様式第２号の３による報告書を翌年

度の６ 日までに提出することにより行うものとする。

罰 則

項６号）

号）
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廃棄物処理法が規定する適正な処理のポイント、実務上の判断根拠が理解できます。

主要目次体系 （平成21年7月現在）条文ごとに概要を示したイラストとポイント解説、実務上の指針となる通知まで収録。担当者の視点に立った構成で、実務に即役立つ！加除式書籍

廃棄物処理法令の上位・下位の委任関係が一目でわかる！

担当者の知りたいこと、疑問点の解決に役立つヒントが満載のコンメンタール！

五段対照表示システムWEB

第１章　総則
第１条～第５条の８

第２章　一般廃棄物
第６条～第10条
第１節　一般廃棄物の処理 
第２節　一般廃棄物処理業 
第３節　一般廃棄物処理施設 
第４節　一般廃棄物の処理に係る特例 
第５節　一般廃棄物の輸出 

第３章　産業廃棄物
第11条～第15条の４の７
第１節　産業廃棄物の処理 
第２節　情報処理センター及び産業廃棄物適正処理推進センター 
第３節　産業廃棄物処理業
第４節　特別管理産業廃棄物処理業 
第５節　産業廃棄物処理施設 
第６節　産業廃棄物の処理に係る特例 
第７節　産業廃棄物の輸入及び輸出 

第３章の２　廃棄物処理センター
第15条の５～第15条の16

第３章の３　廃棄物が地下にある土地の形質の変更
第15条の17～第15条の19

第４章　雑則
第16条～第24条の６

第５章　罰則
第25条～第34条

実務上参考となる
フォーマットなども豊富に収録

ころにより、都道府県知事に報告しなければならない。

９ 都道府県知事は、第７項の計画及び前項の実施の状況について、環境省令で

定めるところにより、公表するものとする。

あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。

中「一般廃棄物の」とあるのは、「その産業廃棄物の」と読み替えるものとする。
委 任 １項の「政令」＝〈本法施行令〉６条、４項の「政令」＝同６条の２、７項の「政

行規則〉８条、３項第一の「環境省令」＝同８条の２、３項第二の「環境省令」＝

同８条の３、７項の「環境省令」＝同８条の４の５、８項の「環境省令」＝同８条

５第３項

解 説

１ 本条の概要

者に対してさまざまな規制を定めた条文です。

事業者は自ら産業廃棄物を処理する場合、産業廃棄物処理基準に従って処理しなけ

ればなりません。また、産業廃棄物が運搬されるまでの間、産業廃棄物保管基準に

従って保管しなければなりません。

さらに、産業廃棄物の処理を他人に委託する場合は、産業廃棄物処理業者等に委託

するとともに、委託基準に従って委託しなければなりません。この場合、事業者は、

産業廃棄物について発生から最終処分が終了するまでの一連の処理の行程における処

理が適正に行われるために必要な措置を講ずるように努めなければなりません。

一方、事業者が、排出する産業廃棄物を処理するために産業廃棄物処理施設を設置

している場合は、事業場ごとに産業廃棄物処理責任者を置くとともに、帳簿の記載と

保存が義務付けられています。
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実務上の指針となる通知を交えて
具体的に解説

手続きの流れを
イラストとコメントで明示

各条のポイントを箇条書きで
わかりやすく解説

解説の最後に各条の規定に
違反した場合の罰則を収録

実務上参考となる記載例や図表など、
省庁や自治体の公表資料を多数収録

条単位に整理された
画面で、上下の委任関係が
わかりやすい

1 32

4 65
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本条のポイント

▲

本条は、事業者による産業廃棄物の処理に関する条文

▲

事業者は自ら産業廃棄物を処理する場合、産業廃棄物処理基準に従って処理し

なければならない

▲

産業廃棄物が運搬されるまでの間、産業廃棄物保管基準に従って保管しなけれ

ばならない

▲

産業廃棄物の処理を委託する場合は、許可をもつ産業廃棄物処理業者等に委託

するとともに、委託基準に従って委託しなければならない

▲

事業者が産業廃棄物処理施設を設置している場合は、事業場ごとに産業廃棄物

処理責任者を置くとともに、帳簿の記載と保存をしなければならない

▲

多量の産業廃棄物を生ずる多量排出事業者は、産業廃棄物の減量等の処理計画

の提出等を行わなければならない

▲

本条３項の規定に違反して、産業廃棄物の処理を無許可業者等に委託した場

罰則などがある

条 文

（事業者の処理）

ら第５項までを除き、以下この条において同じ。）の運搬又は処分を行う場合に

は、政令で定める産業廃棄物の収集、運搬及び処分に関する基準（当該基準に

おいて海洋を投入処分の場所とすることができる産業廃棄物を定めた場合にお

ける当該産業廃棄物にあつては、その投入の場所及び方法が海洋汚染等及び海

上災害の防止に関する法律に基づき定められた場合におけるその投入の場所及

び方法に関する基準を除く。以下「産業廃棄物処理基準」という。）に従わなけ

ればならない。
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形及び損壊のおそれがないものであることが必要であるとしたこと。なお、本基準の施行

後現に変形又は損壊が見られるものについては、本基準に適合していないと判断して差し

支えないこと。

（３）掲示板の設置

則８条１号ロにおいては、みやすい箇所に所定の掲示板を設けることを求めていま

す。掲示板の例を示すと、次の図のとおりです。

図：掲示板の例

60㎝以上

50㎝
以上

1.8ｍ最　大　保　管　高　さ

金属くず、廃プラスチック類産業廃棄物の種類
産業廃棄物保管施設

○○区△△町1―2―3
株式会社　○×工業
□□課　東京　一郎
Tel　03―(1234)―××××

管 理 者 氏 名
連　　 絡　　 先

出典：東京都資料

このように、掲示板は寸法が定められているとともに、表示事項に廃棄物の種類、

保管の場所の管理者の氏名又は名称及び連絡先、積み上げることができる高さが定め

られています。

この掲示板について前述の通知では次のとおり示しています。

関係通知

第７ 廃棄物の保管基準に関する事項

２ 保管の場所の掲示板の設置

⑴ 掲示板は、保管の場所に通常出入りする箇所に外部から見やすいように設置するこ

と。

⑵ 掲示板への表示は、白地に黒色の文字で行う等見やすいものとするとともに、雨水等

によって汚損したり、消えたりしないものとすること。

⑶ 「廃棄物の種類」とは、一般廃棄物の場合は不燃ごみ、粗大ごみ、し尿等の区分、産業
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表：静岡県の実地確認チェックシート例

（共通チェック項目と中間処理施設のチェック項目を抜粋）

実地確認の実施年月日

実地確認先 事業者名

事業場名（施設名）及び
住所

対応者（役職及び氏名）

実地確認を行った者

実地確認の結果の評価
（委託契約の適否等）

Ａ 共通項目

１ 処理業者の許可状況 評価

⑴委託する処理（運搬又は中間処理若しくは最終処分）の許可を得て
いるか。

□はい □いいえ

⑵処理を委託する産業廃棄物が許可品目に含まれているか。 □はい □いいえ

⑶処理を委託する期間が許可期限内か。 □はい □いいえ

２ 書面の保存状況（委託契約後の実地確認の場合）

⑴帳簿※について
①整備されているか。
②委託した処理は適切に記載されているか。
※ 廃棄物処理法により、産業廃棄物処理業者が、その産業廃棄物
の処理について記載し、保存するように義務付けられていま

の記載事項が規定されています。

□はい □いいえ
□はい □いいえ

⑵マニフェストは適切に記載され、保管されているか（実地確認した
事業場に保管されていなければ、保管されている場所はどこか）。

□はい □いいえ
（ ）

⑶委託契約書は適切に保管されているか（実地確認した事業場に保管
されていなければ、保管されている場所はどこか）。

□はい □いいえ
（ ）
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前年度 ｔ以上となる事業場

を設置している事業者に対して、産業廃棄物処理計画を作成し、都道府県知事に提出

することを義務付けています。その後は、毎年６月 日までに実施状況を報告しなけ

ればなりません。提出する計画の記載事項等は次のとおりです。

施行規則

（多量排出事業者の産業廃棄物処理計画）

一 当該事業場において現に行つている事業の概要を記載すること。

二 次に掲げる事項を定めること。

イ 計画期間

ロ 産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

ハ 産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

ニ 産業廃棄物の分別に関する事項

ホ 産業廃棄物の再生利用に関する事項

ヘ 産業廃棄物の処理に関する事項

三 様式第２号の２による書面を添付すること。

四 当該年度の６ 日までに提出すること。

（実施の状況の報告）

様式第２号の３による報告書を翌年

度の６ 日までに提出することにより行うものとする。

罰 則

項６号）

号）
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廃棄物処理法が規定する適正な処理のポイント、実務上の判断根拠が理解できます。

主要目次体系 （平成21年7月現在）条文ごとに概要を示したイラストとポイント解説、実務上の指針となる通知まで収録。担当者の視点に立った構成で、実務に即役立つ！加除式書籍

廃棄物処理法令の上位・下位の委任関係が一目でわかる！

担当者の知りたいこと、疑問点の解決に役立つヒントが満載のコンメンタール！

五段対照表示システムWEB

第１章　総則
第１条～第５条の８

第２章　一般廃棄物
第６条～第10条
第１節　一般廃棄物の処理 
第２節　一般廃棄物処理業 
第３節　一般廃棄物処理施設 
第４節　一般廃棄物の処理に係る特例 
第５節　一般廃棄物の輸出 

第３章　産業廃棄物
第11条～第15条の４の７
第１節　産業廃棄物の処理 
第２節　情報処理センター及び産業廃棄物適正処理推進センター 
第３節　産業廃棄物処理業
第４節　特別管理産業廃棄物処理業 
第５節　産業廃棄物処理施設 
第６節　産業廃棄物の処理に係る特例 
第７節　産業廃棄物の輸入及び輸出 

第３章の２　廃棄物処理センター
第15条の５～第15条の16

第３章の３　廃棄物が地下にある土地の形質の変更
第15条の17～第15条の19

第４章　雑則
第16条～第24条の６

第５章　罰則
第25条～第34条

実務上参考となる
フォーマットなども豊富に収録

ころにより、都道府県知事に報告しなければならない。

９ 都道府県知事は、第７項の計画及び前項の実施の状況について、環境省令で

定めるところにより、公表するものとする。

あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。

中「一般廃棄物の」とあるのは、「その産業廃棄物の」と読み替えるものとする。
委 任 １項の「政令」＝〈本法施行令〉６条、４項の「政令」＝同６条の２、７項の「政

行規則〉８条、３項第一の「環境省令」＝同８条の２、３項第二の「環境省令」＝

同８条の３、７項の「環境省令」＝同８条の４の５、８項の「環境省令」＝同８条

５第３項

解 説

１ 本条の概要

者に対してさまざまな規制を定めた条文です。

事業者は自ら産業廃棄物を処理する場合、産業廃棄物処理基準に従って処理しなけ

ればなりません。また、産業廃棄物が運搬されるまでの間、産業廃棄物保管基準に

従って保管しなければなりません。

さらに、産業廃棄物の処理を他人に委託する場合は、産業廃棄物処理業者等に委託

するとともに、委託基準に従って委託しなければなりません。この場合、事業者は、

産業廃棄物について発生から最終処分が終了するまでの一連の処理の行程における処

理が適正に行われるために必要な措置を講ずるように努めなければなりません。

一方、事業者が、排出する産業廃棄物を処理するために産業廃棄物処理施設を設置

している場合は、事業場ごとに産業廃棄物処理責任者を置くとともに、帳簿の記載と

保存が義務付けられています。

第３章産業廃棄物

〔
廃
棄
物
解
説
〕

実務上の指針となる通知を交えて
具体的に解説

手続きの流れを
イラストとコメントで明示

各条のポイントを箇条書きで
わかりやすく解説

解説の最後に各条の規定に
違反した場合の罰則を収録

実務上参考となる記載例や図表など、
省庁や自治体の公表資料を多数収録

条単位に整理された
画面で、上下の委任関係が
わかりやすい

1 32

4 65






